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招待論文

大学教育におけるDXの実現に向けて
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概要：2020年初頭から世界中に蔓延した新型コロナウイルスは大学にも大きな影響を与えた．2020年度
の春学期は教室における対面授業が制限され，多くの大学ではオンライン授業を余儀なくされた．そのた
めの準備期間は十分ではなかったものの，授業を止めることなく春学期が終わった．これは大学が LMS
を中心とした ICT基盤を整備してきたことや，SaaS型Web会議システムが短期間で導入され，オンライ
ン授業環境がすぐに整備されたことにほかならない．この間，これまで ICTを積極的に利用してこなかっ
た教員もオンライン授業を行った結果，授業において ICTを使うための知識が蓄積された．大学ではこの
機会を契機に，新型コロナウイルスが沈静化したあと，ICTを活用して教育変革をするデジタル・トラン
スフォーメーション（DX）を目指す機運が盛り上がっている．しかしながら，大学教育に関する DXにつ
いてはフレームワークが確立されていない．本稿では，教員と ICT基盤が両輪となって推進する DXのフ
レームワークを提案し，そのフレームワークを用いて描いた大学教育における DXの展望を示す．
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Abstract: The spread of COVID-19 at the beginning of 2020 has had a serious impact on universities. In
the spring semester of 2020, face-to-face lessons in the classroom were restricted and many universities were
forced to take online lessons. Although teachers didn’t have enough time to prepare their lessons, the spring
semester was completed without stopping lessons. This is nothing but the fact that universities have de-
veloped ICT infrastructures, and SaaS type Web conference systems were introduced in a short period of
time. Then online lesson environment was immediately provided. During this period, teachers who had not
positively used ICT until then conducted online lessons, and they accumulated knowledge for using ICT in
their lessons. Taking the opportunity after COVID-19 will subside, the momentum for digital transformation
(DX) which utilizes ICT to transform education is rising. However, no framework has been established for
DX related to university education. This paper proposes a framework to realize DX, which is promoted by
both faculty members and ICT infrastructure, and presents the prospects toward DX in university education
using the framework.
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1. はじめに

2020年 1月に国内で新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）（以下，コロナ）の患者が初めて確認されて以来，感染

1 法政大学
Hosei University, Koganei, Tokyo 184–0002, Japan

2 Fun@Learn
Fun at Learn, Mitaka, Tokyo, 181–0001, Japan

a) tokiwa@yujitokiwa.jp

は日本国中に拡大し，これまでの生活が激変した．大学に

おいては 4月から始まる春学期は対面授業が制限され，多

くの大学ではオンライン授業が行われることになった．オ

ンライン授業は，授業録画（オンデマンド型），ライブ配信

（同時双方向型），資料配信等があるが，いずれも ICT活用

教育基盤（以下，ICT基盤）によって実現され，まったく授

業ができないということだけは回避された．こうしたなか

国立情報学研究所では，大学等での情報共有のために “4月
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からの大学等遠隔授業に関する取組状況共有サイバーシン

ポジウム” [1]（以下，NIIシンポジウム）を開催しており，

執筆時点で 20回を超えることとなった．数あるセッショ

ンのなかで，文部科学省からは全国の大学・高等専門学校

1,069校のうち 83.9%で遠隔授業を実施できたという報告

があった [2]．これは多くの大学で Learning Management

System（以下，LMS）を中心とした ICT基盤を整備して

きたことや，Zoom，Teams，Webex等の SaaS型Web会

議システムが速やかに導入でき，オンライン授業環境が短

期間のうちに整備できたことにほかならない．

Beforeコロナ時に行われた大学 ICT推進協議会（以下，

AXIES）による調査 [3]では，大学における LMSの利用率

は授業内で 31.6%，授業外で 28.8%であることが報告され

ている．また，筆者は兼担していた法政大学 FD推進セン

ターにおいて LMSを活用した授業改善を進めてきたが，専

任教員の LMS利用率は約 50%にとどまっていた．ところ

がWithコロナのさなかにあった 2020年度春学期では，多

くの教員がWeb会議システムや LMSを使って授業を行っ

た．この状況は，Ruben R. Puenteduraが提案した，ICT

を用いて教育における Transformationを目指すフレーム

ワークである図 1 に示す SAMRモデル [4]の Substitution

の段階，すなわち授業方法や目的を変更せずに ICTを代替

ツールとして使う状況にきわめて近い．

このコロナにより，社会的には Digital Transformation

（以下，DX）が注目を集めることとなった．7月に閣議決

定された統合イノベーション戦略 2020 [5]において，After

コロナのニューノーマルを確立するために国をあげて DX

を推進することが提案されており，これは高等教育機関に

おいても例外ではない．ただし，Withコロナで多くの大学

が強いられた状況が SAMRモデルにおける Substitution

の段階にあるとすれば，DXを実現する契機となる可能性

がある．そこで，SAMRモデルを参考にして DXの実現

に向けた検討を行った．しかしながらレビュー論文 [6]に

て指摘されているように，SAMRモデルは論文による裏付

けがなく DXを評価する際の判断基準が曖昧であることか

ら，DXを実現するためのフレームワークとしては適切で

ないという結論に至った．

コロナは地球規模のパンデミックであるため，大学にお

ける DXの実現に向けた方法論の確立を待つことも考えら

れるが，いち早く DXをするためのフレームワークを提案

することが最善だと判断した．ただし，大学がミッション

とする教育，研究，社会貢献のすべてを対象とする DXは

広範囲になりすぎる．そのため，本稿では，大学における

教育領域に焦点を当てた DXを対象としたフレームワーク

を提案し，そのフレームワークを用いた大学における DX

の展望を示すことを目的とする．

図 1 SAMR モデル [4]（筆者訳）

Fig. 1 SAMR Model [4].

2. 大学教育におけるDXの考え方と現状評価

2.1 大学教育におけるDXの考え方

本稿の執筆時点では，教育における DXの定義は文部科

学省から提示されていない．そのため，総務省が発行して

いる令和元年版情報通信白書 [7]から，DXの定義にかか

わる箇所を引用する．

「デジタル・トランスフォーメーション」という概念

は，スウェーデンの大学教授のエリック・ストルターマ

ンが提唱した概念であるとされ，「ICTの浸透が人々の

生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること」で

あるとされる．(中略) それでは，このデジタル・トラン

スフォーメーションと，従来の情報化／ICT 利活用で

は，何が異なるのだろうか．最大の違いは，従来の情報

化／ICT利活用では，既に確立された産業を前提に，あ

くまでもその産業の効率化や価値の向上を実現するもの

であったのに対し，デジタル・トランスフォーメーショ

ンにおいては，その産業のビジネスモデル自体を変革し

ていくということである．

ところが，大学はビジネスではなく教育，研究，社会貢

献をミッションとするため，この定義がしっくりとあては

まらない．そこで，上述した DXの定義の後半を教育にお

ける DXとして適用できるように変更し，次の定義を用い

て議論をすすめる．

従来の情報化／ICT利活用では，既に確立された学習

活動を前提に，あくまでもその学習活動の効率化や価値

の向上を実現するものであったのに対し，デジタル・ト

ランスフォーメーションにおいては，その学習活動の学

習モデル自体を変革していくということである．

これを大学教育に適用すると，DXとして見なされるに

は授業の変革が必要となり，その実現手段としてデジタル・

テクノロジ，すなわち ICTを利用することになる．一方，
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授業の変革をともなわない場合には単なる ICT化にとど

まる．ただし，DXによる授業変革は ICT導入が先ではな

く，教員による授業設計が先にあり，それを ICTにより実

現していくという順番をつねに念頭に置いておくことが肝

要である．

DXについては経済産業省によるガイダンス [8]も公開

されている．そこでは，DXの推進に際し，次の内容が示

されている．

• DX推進のための経営のあり方，仕組み

• DXを実現する上で基盤となる ITシステムの構築

情報通信白書では DXの定義が示され，経済産業省のガ

イダンスでは組織が ICTを使って DXを推進することが

示されている．ここでは，この経済産業省のガイダンスを

参考にして DX の具体的な実現方法について検討を進め

る．大学においては一般企業の組織にあたる学部教授会が

あり，そこではカリキュラム改訂や FD等が検討される．

しかしながら授業については，教員が主体となって行って

いることから，「それぞれの教員が ICTを使って DXを推

進する」とすることが適切であろう．また，経済産業省の

ガイダンスでは，DXの成熟レベルを全社戦略に基づく部

門の取り組み度合により評価しているが，大学においては

各教員が担当するすべての科目における DXの和をさらに

大学としてまとめた総和により，全学的な DXのレベルを

評価することが適切であろう．

2.2 DX実現のための考え方

(1) 教員

教員は教育における DXを実現するための主役となる．

ただし，授業設計を行ってそれを大学の ICT基盤を利用し

て実現するには ICTの知識が必要となる．こうした教員

の知識を整理するフレームワークとして TPACK（Tech-

nological Pedagogical And Content Knowledge）[9]が知ら

れている．TPACKフレームワークにかかわる研究は国内

でも行われているため [10]，詳細な説明はそちらに譲る．

TPACKフレームワークは図 2 に示すように Technolog-

ical Knowledge（テクノロジに関する知識），Pedagogical

Knowledge（教育方法に関する知識），Content Knowledge

（教育内容に関する知識）によって構成される．教員が ICT

を活用して授業を行うとき，図 2 においてそれぞれの知

識の積集合の位置にある TPACK *1で示される知識が動員

される．この知識は単に Technology（以下，テクノロジ），

Pedagogy（以下，教育方法），Content（以下，教育内容）

の知識が独自で働くものではなく，相互に作用する独自の

知識とは異なる知識だとされる [11]．図中 TPACKで示さ

れる知識の差により，同じ ICT基盤を使って授業を行う教

*1 TPACK は知識としての TPACK とフレームワークとしての
TPACK の両方で用いられるため，後者は TPACK フレーム
ワークと明記する．

図 2 TPACK フレームワーク [9]

Fig. 2 TPACK Framework [9].

員でも，学習モデルの変革を行う DXのレベルに違いが生

じる可能性がある．また，参考文献 [10]において小中学校

の教員養成では手薄となるといわれている教育内容の知識

であるが，大学教員は研究を通じてその知識を蓄積してき

ているため問題とはならない．むしろ，テクノロジと教育

方法の知識についてはそれらを専門にしている教員とそう

ではない教員との間に個人差があり，それらが DXの実現

レベルに影響することが TPACKフレームワークから得ら

れる知見である．

(2) ICT基盤

教員に提供される ICT基盤は，教員が DXを進めるう

えで大きな影響を持つ．それは，教員が担当する授業を再

構築するために授業設計をしても，ICT基盤から必要とな

る機能が提供されないと，設計したとおりの授業を行うこ

とができないからである．ただし，大学における ICT基盤

の考え方については筆者の知る範囲ではフレームワークが

ないため，後述する章で新たに導出する．

2.3 DX評価のための考え方

教育における ICT活用度を分類するモデルとして，SAMR

モデルと並び RATモデル [12]が知られている．RATモ

デルはMichigan State Universityの Joan Hughesらによ

り 1998年に開発された．図 1 に示した SAMRモデルの分

類は 4段階であるが，RATモデルにおける分類は SAMR

モデルの中央に位置するAugmentationとModificationを

まとめた 3段階のモデルとなっている．RATモデルには

Hughesらによる論文 [13]があり，それぞれの段階を次の

ように説明している．

• Replacement（置換）
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表 1 RAT モデル評価基準 [13]（筆者訳）

Table 1 Dimensions for guiding analysis of technology use [13].

同一の教育実践に対して，テクノロジが別の（デジタル

の）手段を提供する．

• Amplification（増強）

同一の教育実践に対して，テクノロジが効率，効果，生

産性を向上する．

• Transformation（変革）

テクノロジが新たな教授法，学習方法またはカリキュラ

ムを実現する．

上述した Replacement，Amplification，Transformation

は，表 1に示す教育方法，学生の学習プロセス，科目ゴール

という指標の下に記載されているそれぞれの項目によって

評価される．授業において何らかのテクノロジを適用した

際に，教育方法，学生の学習プロセス，科目ゴールの各指標

を構成する項目に変化が認められない場合は Replacement

として評価される．そして，指標を構成する項目のいずれ

かが改善された場合は Amplificationとなる．さらに，い

ずれかの項目において，新たな方法やゴールが実現され

た場合は Transformationとなる．この Transformationの

定義は 2.1節で示した DXの定義と同様と見なせるので，

RATモデルにおける Transformationの達成は DXの達成

と同義となる．Hughesらの論文が発表されてから 15年以

上が経過しているが，表 1 の指標や項目については現在で

も利用できる内容である．

次に Hughesらの論文における事例を紹介する．

(1) Replacement

学生から紙媒体で提出されるワークシートに教員が手書

きで行っていた添削を，ワードプロセッサのハイライトや

下線機能を使った添削に変更した事例が紹介されている．

この事例では教育方法，学生の学習プロセス，科目ゴール

に変化が見られないので，Replacementとして評価されて

いる．

(2) Amplification

教員がワードプロセッサを利用して資料，テスト，およ

び他の教材を作成した事例が紹介されている．教材が再

利用でき，教育方法指標にある準備を軽減できたことで

Amplificationと評価されている．ただし，学生の学習プ

ロセスと科目ゴールは変化しないので，それらについては

Replacementとしている．

(3) Transformation

ハイパーテキストを制作できる StorySpace というソ

フトウェアにより中学生に物語を書かせる事例が紹介さ

れている．教員自身がハイパーテキストを学び，さらに

StorySpaceを試すことにより，ハイパーテキストを用いた

文書作成指導をゴールに含めた．それにより教員は中学 2

年生の標準的なレベルとはまったく異なる科目ゴールを設

定した．この事例では，StorySpaceを通じて科目ゴールに

て新たな習得すべき知識を実現したことにより Transfor-

mationとして評価されている．また，生徒にとっては紐

と紙でハイパーテキストを教わる方法よりも，StorySpace

を使うほうが分かりやすく，かつ概念も理解しやすかっ

た．これより生徒の思考プロセスが改善されたと評価され

Amplificationとしている．

上述した (2) Amplification および (3) Transformation

の事例では，指標ごとに評価していることが分かる．(3)

では，科目ゴールに対して Transformationとしているが，

学習プロセスについては Amplificationとしている．また，

(2)および (3)から，その科目に対する評価は，教育方法，

学生の学習プロセス，科目ゴールのなかで最も上位にある

評価が採用されていることが分かる．

この論文が投稿されたのは 2006年であり，論文中の事例

は今となっては陳腐化しているが，教育方法，学生の学習

プロセス，科目ゴールのそれぞれの指標の変化度合によっ

て ICT化のインパクトを分類する RATモデルは今でも通

用する．

ここまで，RATモデルによる DX評価の可能性につい

て述べてきた．RATモデルは ICT活用度を分類する Re-

placement，Amplification，Transformationの定義が明確

であり，それらを客観的に評価する指標や項目が示されて
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いることが知見として得られた．これより，本稿ではRAT

モデルを教育における DX評価のためのフレームワークと

して用いる．

2.4 現状評価とDX実現への考え方

Withコロナのさなかにある 2020年度春学期に，各大学

が強いられた状況を RATモデルで評価する．

はじめに現状を示す．この期間，多くの大学では対面授

業が制限されたため，従来の教室における授業は次のいず

れかの形式のオンライン授業に置き換えられた．

1© Web会議システム等を利用したライブ形式

2© 収録したビデオや音声によるオンデマンド形式

3© PDF等の授業資料をダウンロードするオンデマンド

形式

1©では，教員が PowerPoint等のスライドを用いて授業

をするという大学では一般的な授業が，オンライン授業で

は Zoom等のWeb会議システムにより，ビデオでスライ

ドを提示し，それを音声で説明するという形式となる．学

生は任意の場所で PC等の端末を用いてそれを受講する．

この場合，教室で行われていた教員と学生のアナログ形式

のコミュニケーションが，Web会議のビデオと音声で置

き換えられたことになる．ライブ形式はその場で教員と学

生がコミュニケーションできるので，上述した 1©～ 3©の
うち教室内で行われていた授業を最も忠実に ICTによっ

て置き換えた形式となる． 2©は LMSやビデオ配信システ

ムにアップロードしたビデオやオーディオ教材により，学

生が任意の時間と場所で受講する社会人教育等で行われて

いる e-Learningと同様の形式となる． 3©は教員が紙媒体
で提供していた教材をデジタル化した後 LMS等にアップ

ロードし，それを学生がダウンロードし任意の時間と場所

で自習する． 2©および 3©では，学生は LMSやメールで教

員に質問できるが，必ずしも即時の回答とはならない．

次に RATモデルによって評価を試みる．多くの教員に

とってオンライン授業は初めての体験であり，Web会議シ

ステムや LMSについては最低限の機能で実施されたと考

えられる．すなわち，オンライン授業のための授業設計は

できておらず，教室での授業を想定したシラバスも変更は

なかったであろう．まず 1©および 2©については，教育方
法，学生の学習プロセス，科目ゴールは変化がないと考え

られる．ただし 3©については，対面授業では教員が口頭
で行っていた解説が省略されるため，学生の思考プロセス

は低下した可能性がある．これらから 2020年度春学期の

DXのレベルは，RATモデルの Replacementと評価する

のが妥当だと考える．

AfterコロナにおいてDXの実現を目指すためには，RAT

モデルにおいて ICTを置き換えるReplacementから，その

上に位置する Amplificationを飛び越えて，ICTにより授

業が変革される Transformationに向かう必要がある．そ

のためには教員自身が Transformationを意識して授業を

変革し，大学はそれを実現するための ICT基盤を提供する

必要がある．そして，教員が行った変革を評価する必要も

ある．

教員のテクノロジと教育方法の知識は 2.2節 (1)で述べ

たように TPACKフレームワークを用いて改善ができる．

また，評価については 2.3節で述べたようにRATモデルを

用いることができる．しかしながら，大学教育の ICT基盤

を評価するフレームワークは知られていない．そこで本稿

では，ICT基盤について開発の経緯やテクノロジを詳細に

調査し，それらを分類したうえで DXを検討する際に必要

なモデルを導出することにした．ICT基盤モデルが提示さ

れれば，大学教育における DXにかかわるすべてのフレー

ムワーク，すなわち教員知識，ICT基盤，評価の考え方が

すべて整い，大学教育のDX化の検討ができるようになる．

3. 大学 ICT基盤の方向性

3.1 大学向 LMS

3.1.1 大学における LMSの位置づけと誕生の背景

LMSは大学が全教員に提供する初めての教育用 ICTと

いってもよいだろう．事務システムや図書館システムの

ICT化は先に行われていたが，教育に直接関与するわけで

はない．LMSの登場により，教員は，事前学習資料の配

布，テストの実施，レポートの提示や収集等をオンライン

で行うことができるようになり，多様な授業設計が可能と

なった．そして，教育の質の向上や管理作業の効率化が期

待されてきた．

大学で利用されている LMS の動向は eLiterate が年 2

回発行している通称 Squid Chart で把握することができ

る．図 3 が執筆時点の最新版 [14]であるが，その LMSを

主たる LMSとして利用している米国およびカナダの大学

数の推移を 1997年から示している．上から順に Canvas,

Sakai, Moodleのオープンソースの製品が並び，その下に

Blackboard 等の商用製品が並んでいる．図中，赤，黄，

灰色等で示される帯の太さはそれらの LMS を利用して

いる大学数を百分率で表しており，2020年には Canvas，

Moodle，Blackboardを利用している大学がそれぞれ 31%，

24%，23%を占めることになった．

図 3 から 1990年代後半に様々な LMSが誕生したこと

が分かる．1990 年代はWeb の幕開けであり，1992 年に

WWWが発表され，1993年にはWebブラウザのMozaic

が公開された．そしてこれらの技術を使って開発された

LMSがWebCTと Blackboardである．それぞれの開発者

はカナダ University of British Columbiaの教員であった

Murray Goldberg [15]と米国 Cornell Universityの学生で

あった Stephen Gilfusおよび Daniel Cane [16]であった．

いずれもWebが教育を改善できるというモチベーション

により，CGIを使って Perlおよび Cで開発された．本稿
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図 3 米国・カナダの大学における LMS 市場占有率推移 [14]

Fig. 3 Transition of LMS market share for US & Canada [14].

では便宜的に，これらWebCT，Blackboardを第 1世代の

LMSとする．

1994年にはWebアプリケーションの中心的な開発環境

となる PHPと Javaがオープンソースソフトウェア（以

下，OSS）として公開され，その技術を利用したMoodleと

Sakaiが 2000年代前半に OSSとして公開された．Moodle

はオーストラリア Curtin University of Technologyの大学

院生であったMartin Dougiamasによって開発された．そ

の背景は，当時利用していたWebCT の使い勝手を改善

するためであるといわれている [17]．一方，Sakaiは Uni-

versity of Michigan，Indiana University，MIT，Stanford

Universityが中心となって，それぞれの大学において Java

で開発されていたコードを集約して誕生した [18]．Moodle

および Sakaiは OSSであるという点を除けば，システム

構成および提供される機能の点で BlackboardやWebCT

と類似している．本稿ではこれらを第 1.5世代の LMSと

する．

2000年代はクラウドとモバイルが市場に登場した年代

である．また，Webサービスを構築するための開発環境で

ある Ruby on Railsも登場した．Canvasはこれらの技術

を活用し，米国 Brigham Young Universityの大学院生で

あった Brian Whitmerおよび Devlin Daleyが，当時利用

図 4 LMS とテクノロジの関係

Fig. 4 Relationship between LMS and technology.

していた Blackboardの使い勝手向上をモチベーションと

して開発を始めた [19]．Canvasはモバイルとクラウドを

基盤として，WebAPIを前提としたアーキテクチャにて開

発されているという点で第 1世代，第 1.5世代と異なるた

め，本稿では第 2世代の LMSとする．

これまで説明してきたテクノロジと LMSの関係および

その LMSが他の LMSに及ぼした関係をまとめると図 4

となる．どの LMS も変革を促す画期的な ICT インフラ

を利用して開発が行われ誕生した．また，先駆者である

WebCTと Blackboardは，後続のMoodleや Canvas開発

のレファレンスとなり重要な役割を担った．ここで取り上

げた LMSはすべて大学において開発されており，いずれ
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表 2 代表的な LMS 機能

Table 2 Typical LMS functions.

の LMSにおいても大学の教育で必要とされる多くの機能

が実装されている．

3.1.2 LMSから Learning Platformへ

WebCTが 1993年に登場してから 30年近くになり，2008

年に登場したCanvasでも 10余年が経過し，LMSの機能は

充実してきた．Moodleでは教員がコース内で利用できる機

能は 26に上る．これらのうち Sakai，Canvas，Blackboard

でも同様に提供されている機能を表 2 に示す．これらの機

能があれば，学生が教材やワークシート等を LMSからダ

ウンロードして予習をし，授業では省察のためのオンライ

ンテストを行い，掲示板を使ったディスカッションで復習

し，定期的にレポートを提出させる，といった一連の学習

を支援することができる．このように LMS単体でも授業

を支援する多くの機能が提供されていることが分かる．

図 3 で注目すべきことはタイトル直下にある “Learning

Management System → Learning Platform”というバナー

である．このバナーは 2013年の Squid Chartから登場し

た [20]．Squid Chart を作成している eLiterate によると

Learning Platformは次の特性を持つとしている [21].

1© 1990 年代から 2000 年代初頭に出てきたレガシーな

LMSとは異なる次世代のテクノロジである．

2© SaaS型で提供され，1システムで複数の大学にサービ

スを提供するマルチテナントのアーキテクチャである．

3© 外部で提供される学習アプリケーションやソーシャル

のアプリケーションと連携する．

1©～ 3©の基準をこれまで述べてきた LMSに適用すると，

第 1世代および第 1.5世代としたWebCTから Sakaiまで

がレガシーの LMS，第 2 世代とした Canvas がプラット

フォームとして分類される．Canvasは当初からWeb API

のなかでも JSONを使った REST APIを実装している．

この REST APIはシステム間のサービス連携にも利用さ

れ，次節に示すエコシステムを加速することになった要因

の 1つである．

ただし，第 1世代の LMSでもバージョンアップによっ

て機能的には第 2世代と同等になってきている．たとえば

後述する IMS Global Learning Consortium（以下，GLC）

が策定する標準の 1 つである LTI は Canvas だけでなく

Blackboard，Moodle，Sakaiにも実装されており，様々な

LTIツールを接続することができる．また，Blackboardに

おいてはサーバにインストールするタイプから SaaS型に

移行する計画が発表されている [22]．

3.2 ラーニングエコシステム

3.2.1 エコシステム

LMSがラーニングプラットフォームと呼ばれるように

なったのは，LMSを中心としたエコシステム（以下，LMS

エコシステム）が形成されるようになってきたからである．

エコシステムはもともと生態系の用語で，たとえば森林と

そこに暮らす動植物が相互依存をしている様態を指す．そ

れをビジネス用語とした場合，互恵的相互依存関係と翻

訳すると分かりやすい．これまでの LMSはビデオ配信や

Web会議の機能を持っていないことが多く，それらが必要

な場合には異なるベンダからシステムを調達し LMSと統

合してきた．こうしたシステムでは，LMSを提供するベン

ダはユーザ満足度の向上により継続的な利用が期待でき，

ビデオ配信やWeb会議システムを提供するベンダは販売

が促進されるという，持ちつ持たれつという良好な関係が

成立する．

しかしながら良いことばかりではなく，マルチベンダで

システムを構築する場合，不具合があったときの切り分け

が難しい．そこで，インタフェースの仕様を決め，さらに

プラットフォームとそれに接続するツールをテストするた

めのレファレンス・インプリメンテーション（以下，RI）

等を提供することによって課題を克服してきた．後述する

IMS GLCの標準の 1つである LTIでは，プラットフォー

ムとツールをテストするための RI [23]が提供されている．

たとえばツールベンダは IMS GLCが提供するRIのプラッ

トフォームを使って開発を進めることができる．また IMS

GLC では Certificationの制度があり，IMS GLC が提供

する Certification用のサイトに接続してテストに合格すれ

ば，IMS標準対応の製品として認定される．こうして認定

された製品であれば相互接続の課題は解消される．このよ

うな取り組みによりエコシステムの形成が推進されている．

3.2.2 IMS標準

今日，北米で大きな市場占有率を有する Blackboard，

Moodle，Canvasといった大学向 LMSが大学発祥であった

ように，IMS GLCも大学が関係している．IMSは米国の

大学コミュニティである EDUCAUSEの 1プロジェクトと
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表 3 代表的な IMS 標準（2020 年 9 月 20 日現在，*は Candidate Final）

Table 3 Typical IMS specifications (as of Sep. 20, 2020, * denotes Candidate Final).

して 1995年に誕生した．その後 1999年には EDUCAUSE

から独立し，IMS GLCとしての活動を開始した．

表 3 に IMS GLCが策定している 35の標準 [24]のうち，

参照されることの多い 10の標準を示す．初版公開年月は

その標準の初版である V1が公開された年月であり，その

昇順でソートしている．LISから ORまでは LMSを前提

としているが，Caliper以降は必ずしもそうではなく，LMS

を超えた領域への展開が行われるようになった．これらの

標準のなかで IMS GLCの認定を受けている製品数につい

て，表 3 の認定数の列に記載した．認定数の多い標準は順

に，CC，Thin CC，QTI，ORである．これらはいずれも

初等中等教育の教科書やそれに対応するテストといった製

品が認定を受けている．LTIの最新版である LTI V1.3に

対しては Blackboard，Canvas，D2L，Sakaiを含む 8製品

が認定を受けている．一方，Moodleは LTI V1.3の認定は

受けていない．ただし，これらの LMSにおいては，認定

は受けていないものの，CCや QTI等の標準に準拠した

機能を実装していることが多い．実際，Moodleでは LTI

V1.3でツールを接続することができ，Canvasでは Caliper

形式で学習ログを生成することができる．IMS GLCの認

定は取得からの有効期限が最大 2年であり，再取得しない

場合，認定が有効期限切になることがその理由としてあげ

られる．

なお，表 3 の最新版の列に記載した右上に＊の添え字の

あるバージョンは Candidate Finalを示す．これは正式な

標準として認められる Final公開までの数カ月から 1年程

度の暫定的な標準として，実装を予定している機関やベン

ダにおけるプロトタイピングやテストのために利用される．

3.2.3 LMSを中心としたラーニングエコシステム

ラーニングエコシステムは，互恵的相互依存関係を目指

図 5 LMS エコシステム

Fig. 5 LMS centered ecosystem.

すベンダが提供するサービスやシステムを連携させた学習

支援サービスもしくはシステムである．その概念図を図 5

に示す．連携のための方法は様々であるが，大学における

ICT基盤においてはその成り立ちから IMS GLCが策定す

る表 3 に示した標準を使うことが望ましい．

LMS，教務システム，テスト，コンテンツ，ツール，デジ

タルバッジ，Learning Record Store（以下，LRS）といっ

たサービスやシステムが様々なベンダから提供され，エコ

システムが形成される．これは，それぞれのサービスやシ

ステムのインタフェースを IMS標準に準拠することによっ

て達成できる．それぞれのサービスやシステムを結ぶ矢印

については，両方向矢印は相互にデータがやり取りされ，

一方向矢印はその方向にのみデータが提供される．

教務システムから LMSへは LISもしくは ORのデータ

モデルとプロトコルでデータが提供され，ORでは LMS

から教務システムに成績データを書き込むことができる．

テストおよびコンテンツは QTIおよび CC/Thin CCによ

り LMSに Importおよび Exportできる．LTIで LMSか
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ら起動されるツールは，成績データや LMSでの設置情報

を LMSに提供することができ，かつ LTIにおける学習ロ

グは Caliper形式でそれを蓄積する LRSに送信できる．ま

た，LMSにおいて生成されるログオン/ログオフ，LTI起

動等の学習ログについても LMSから LRSに送信される．

デジタルバッジは LMSで OB形式のデジタルバッジを生

成し，CLRは学習者の学習履歴を標準化する．また，テ

ストやコンテンツは QTIや CCで提供されるだけでなく，

それらを開発するベンダの LMSに導入され LTIで提供さ

れることもある．LMSは通常，図 5 にて LMSで示される

プラットフォームとして位置付けられるが，LTIツールと

して機能する LMSであれば，学習コンテンツを実装した

LMSとして，図 5 にてツールとして示された位置に配置

できる．

この LMSエコシステムの大学 DXにかかわるメリット

を述べる．前述したように LMSはすでに第 2世代となり

多くの機能を実装しており，それを凌駕するような LMS

を開発することは，システムが複雑化し，かつ高いセキュ

リティを維持しなければならない昨今の環境下では難し

い．ただし，LMSをプラットフォームとして LTIや CC

によって接続するツールやコンテンツを開発することは規

模の点から現実的である．たとえば，研究で DXを可能と

するツールやコンテンツを開発し，それを LMSに接続す

ることで教員自身が担当する授業にて実証実験をするこ

とができる．これは，LMSとツールという違いはあるも

のの，WebCT，Blackboard，Moodle，Canvasが誕生した

ときの状況と似ている．そして，それらを発展させ研究コ

ミュニティでさらなる開発を進める場合でも，クラウドに

そのツールを配置することで，研究コミュニティに所属す

る教員が在籍する大学の LMSにそのツールを接続して利

用することができる．

3.2.4 LRSを中心としたラーニングエコシステム

e-Learningにおける学習コンテンツ標準の SCORMを

策定してきた米国の Advanced Distributed Learning（以

下，ADL）では，Learning Analyticsにかかわる標準である

xAPIを IMS Caliperに先駆けて公開した．そして，2016

年にはその拡張として LMSにかかわる cmi5を公開した．

この cmi5は LRSを中心としたアーキテクチャとなってお

り [25]，図 6 はその概念図である．AUはAssignable Unit

と呼ばれる学習コンテンツである．学習者は LMSにログ

インしてから AU起動するが，起動する前に LRSにセッ

ション情報等を書き込む．そして，起動された AUは学習

ログを LRSに書き込む．

この xAPIと cmi5を中心としてADLでは Total Learn-

ing Architecture [26]というアーキテクチャを提案してい

る．その提案は複雑な構成となっているので，筆者が簡略

化した構成を図 7 に示す．図 5 に示した LMSエコシステ

ムでも LRSを含めたが，この LRSを中心とするラーニン

図 6 cmi5 アーキテクチャ [25]

Fig. 6 cmi5 architecture [25].

図 7 LRS エコシステム [26]（筆者により簡略化）

Fig. 7 LRS centered ecosystem [26].

グエコシステム（以下，LRSエコシステム）は，LMSエコ

システムが機能中心であるシステムとすると，データ中心

のシステムとしてとらえると分かやすい．実際は，LMSエ

コシステムと同等の機能を提供する基盤に，LRSおよびそ

れを分析するシステムを付加したシステムが考えられる．

図 7 では，e-Learningや e-Bookおよび LMSでの学習

活動によって生成された学習ログを蓄積する LRS を起

点として Learning Analytics を行う．並行して Compe-

tency/Skills Systemによりコンピーテンシ・フレームワー

クや学習者プロファイルを参照して分析を行い，それら

の結果を Recommender に送る．そして，学習者は User

Agentとして機能するWebブラウザで Recommenderに

アクセスし，最適な学習方法に関する助言を得る．ADLで

は学習者が自学自習をすることを前提としていると考えら

れるが，大学におけるラーニングエコシステムでは教員に

対するリコメンドも要件になることに留意する必要がある．

ADL が公開している Reference Implementation では

LMSが図中に示されていない．それは次のようなことを

想定していると考えられる．

• ラーニングエコシステムは機能中心からデータ中心に
なりつつある．

• 大学用 LMSは教員が授業を行うための様々な機能が

必要だが，ADLが前提とする自学自習用 LMSは大学

用 LMSに比べて機能は少なくてよい．

• 学習コンテンツは LMSを介さず，PCのブラウザやス

マートフォンのアプリから直接利用する．

この LRSエコシステムの大学 DXにかかわるメリット

を述べる．学生の学習ログは LMS標準の機能でも，ある

程度は取得できる．しかしながら xAPIや Caliperで取得

できる学習ログは，Webサイトを次から次へとブラウズ

するような秒単位の学習活動を記録することができる．ま
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た，オンデマンド形式でビデオを用いる授業では，学生の

視聴状況を詳細に把握したいことがある．これも xAPIや

Caliper によりビデオを視聴する際の，再生，一時停止，

早送り，といった操作を記録することができる．このよう

に，データを用いた詳細な学習活動の分析結果により教員

が DXを客観的に評価するには，LRSエコシステムが必要

となる．

3.3 大学教育DXフレームワーク

ここまで，LMSとエコシステムについて，詳細に説明し

てきた．ここでは，それらから ICT基盤モデルを考案し，

それを TPACKフレームワークおよび RATモデルと統合

し，大学教育の DXに関するフレームワークとして完成さ

せる．

まず大きな分類としては，3.1節で述べた LMSと 3.2節

で述べたラーニングエコシステムの分類である．LMSは

Canvasに代表される第 2世代となっているが，第 1世代

および第 1.5世代の LMSもバージョンアップを継続して

きたことから，機能的には第 2世代の LMSと遜色はない．

Canvasは登場後 10年余を経て，北米の大学における最大

の市場占有率を持つ LMSとなった．Canvasは図 4 に示

したように，それまでの LMSの課題をふまえたうえで開

発された LMSであり，かつ最新の ICT基盤であるモバイ

ルやクラウドを利用している．そのため Canvasを超える

ような次世代の LMSは期待できず，むしろ十分な機能を

有するに至った LMSをプラットフォームとしたエコシス

テムが第 3世代の LMSに替わるシステムになるものと思

われる．これより，LMSは第 1世代，第 2世代等での分類

はせず，LMSとして 1つの構成要素とする．

次にエコシステムである．エコシステムには LMSエコ

システムと LRSエコシステムがあることを述べた．この 2

つのエコシステムの最も大きな違いは，LMSエコシステム

は機能の拡張を目指し，一方の LRSエコシステムはデー

タ中心のシステム構築を目指すという点である．現時点で

は単体の LRSは存在するが，国内における LRSエコシス

テムは研究段階にあり [27]，今後学習ログの重要性が高ま

るとともに展開が予想される．そこで，エコシステムにお

いては，LMSエコシステムと LRSエコシステムを分け，

それぞれを構成要素とする．

ここまでの文脈では ICT基盤モデルを，LMS，LMSエ

コシステム，LRSエコシステムとして構成するのが妥当

だが，さらに構成要素を加えたい．Beforeコロナにおける

AXIESによる調査 [3]では，全学で運用されている LMSを

利用している日本の大学は 65.6%である．そのため，約 1/3

の大学においては，教員が独自で授業の ICT化を進めて

いかければならない．その場合，ビデオ配信は YouTube，

データ共有では Dropbox，チャットは Slack 等インター

ネットにて提供されるツール，すなわちクラウドサービス

表 4 ICT 基盤モデル

Table 4 ICT infrastructure model.

を利用することになる．また，Withコロナで大いに利用

された Zoom も，クラウドサービスとして提供される汎

用のWeb会議システムである．また，大学で導入された

LMSでも機能が不足する場合には，クラウドサービスを

使うこともある．そこで ICT基盤モデルの構成要素とし

て，クラウドサービスを加える．ただし，クラウドサービ

スとして先に取り上げた Zoomが LMSと LTI連携する構

成をとっていれば，そのシステムは LMSエコシステムと

して見なされる．その場合，Zoomは LMSのコース内の

メニューからあたかも LMSの一機能として起動される．

教員は Zoomのアクセス方法を毎回学生に通知する必要は

なくなり，学生は LMSと Zoomをそれぞれ意識して起動

する必要はなくなる．このように LMSエコシステムはク

ラウドサービス単体での利用に比べ使い勝手が向上するの

で，同等の TPACKの知識を有する教員でも ICT基盤と

して LMSエコシステムを使うほうが効率良く授業を進め

ることができる．

これまでの検討により，ICT 基盤モデルを，クラウド

サービス，LMS，LMSエコシステム，LRSエコシステム

という 4段階のモデルとした．この ICT基盤モデルの機能

や特性を表 4 に示す．そして，ICT基盤モデルを TPACK

フレームワークおよび RATモデルと統合することにより，

大学教育における DX に関するフレームワークが完成す

る．その全体図を図 8 に示す．教員知識と ICT基盤の間

に記載した “X”は，教員の TPACKが ICT基盤の能力を

引き出す（eXtract）ことを意味している．また評価に記載

したイメージは RATモデルを考案した HughesのWebサ

イト [12]が出典である．

4. DXに向けて

コロナの沈静化次第で状況は異なるかもしれないが，2021

年度からは Beforeコロナの状態に戻ることなく，ニュー

ノーマルを目指した DXの推進が期待される．そこで，前

章で提案した DXフレームワークを使って Afterコロナで

DXに取り組む際のシナリオを提案し，展望とする．方針

は次のとおりである．

• RATモデルのReplacementからTransformationに一

足飛びに向かう．

• DXの主体は教員であり，それを ICT基盤が支援する．
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図 8 大学教育 DX フレームワーク [9], [12]

Fig. 8 DX framework for university education [9], [12].

• 教員においては，Withコロナで得られたテクノロジ

知識やオンライン授業のために開発した教材や授業方

法を生かす．

(1) コロナ下で得たテクノロジ知識を生かすシナリオ

NIIシンポジウムにおける広島大学からの報告 [28]では，

LMSに蓄積された教員のアクセスログは，2019年度を 1

とすると 2020年度は 13.1となっている．TPACKフレー

ムワークでは，教員のテクノロジ知識の向上が ICTを活用

した授業改善に通じることが示されている．ここで教員の

テクノロジ知識の増加がアクセス数に比例すると想定する

と，Withコロナ時に LMS等の ICTを利用せざるをえな

かった教員においては，テクノロジ知識が向上していると

考えられる．目指すべき姿は，それぞれの教員が獲得した

テクノロジ知識で ICTあるいは LMSを使いこなし，授業

を変革している状況である．今日の LMSは多くの機能を

有し，それを授業の随所で利用することにより，学生のモ

チベーションを飛躍的に向上させることができる．

たとえば，2020年度春学期のオンライン授業で明らかに

なったことが NIIシンポジウム等で報告されている．

• 15分を単位として授業を組み立てるとよい．

• 学生はチャットを使うと質問がしやすい．
• フォーラムを使うと授業外の時間でもディスカッショ
ンができる．

LMSを活用して，これらの授業方法を教室あるいは教

室外において適用することで，これまでの知識伝達型の一

方向授業を，変化に富んだ授業や学生参加型のアクティブ

ラーニング形式に変革することができる．

このシナリオにおける ICT基盤は LMS以上が望ましい．

また，このシナリオを採用する大学においては，ICT基盤

で提供される機能を教員にガイドすることが望ましい．そ

れによりテクノロジ知識がさらに増し，結果として DXの

実現に近づく．

(2) コロナ下で実施した教育方法の知識を生かすシナリオ

TPACKフレームワークでは教育方法の知識の向上も，

ICTを活用した授業改善に寄与することが示されている．

そこで，Withコロナ下のオンライン授業で ARCSモデル

やメリルの ID第一原理といった教育理論を適用した教員，

あるいは教育理論を意識しないでそれらに準じた方法を

使って授業改善を試みた教員には，それを Afterコロナの

教室での対面授業に取り入れることが期待できる．

また，Withコロナにおけるオンライン授業をオンデマン

ド形式で行った場合，あるいはライブ形式でもレコーディ

ングしていた場合には，反転学習の可能性が出てくる．反

転授業は録画した授業を学生が予習として視聴し，教室に

おける授業ではグループディスカッションや実習を行う形

式であり，MOOCを利用して反転学習を行った米国サン

ノゼ州立大学の事例 [29]が有名である．これまでの反転授

業は教員がコンテンツを制作することが難しく，オンデマ

ンドコンテンツをMOOC等に頼っていたが，今回のオン

デマンド授業で制作した教員自身のコンテンツが利用でき

る．この反転学習は，教員が新たな役割を担い，新たな学

生の思考プロセスを生み出すことから，明らかに DXが実

現される．

このシナリオにおける ICT基盤はビデオ配信システム

等を有する LMSエコシステム以上が望ましい．

(3) ICT基盤を増強するシナリオ

これまでの事例は TPACK フレームワークにおけるテ

クノロジもしくは教育方法を動員することによって授業変

革に向かうシナリオであったが，ICT基盤の増強によって

DXに向かう事例を次に述べる．

Learning Analyticsによる学習者の行動履歴は，授業を

変革しようとする教員がその効果を確認するための重要

な情報源となる．たとえば，反転学習を試そうとする教員

は学生個々のビデオ視聴の状況を知りたい，また単位の実

質化を目指す教員は学生の予習・復習時間を定性的なアン

ケートではなく学習ログから取得したい，といった要望が

あると考えられる．そのため，こうした情報が ICT基盤か

ら提供されれば，教員のモチベーションが高まり，コロナ

で増強された TPACKと相まって，授業変革が行われるこ

とが期待できる．

また，反転授業では教室外の学習が授業に取り入れられ

ることから，予習 1時間，授業 1時間，復習 1時間を 15
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回繰り返すことで 1単位という文部科学省の単位制度に近

づくとともに，学習時間の増大はキャロルの時間モデルか

ら導かれる学習量の増大につながる．このように Learning

Analyticsによる学習時間の把握は，前例のない全学的な

教育変革を実現する可能性を持つ．

このシナリオにおける ICT基盤は LRSエコシステムが

望ましい．ただし，LRSエコシステムはまだ一般化してい

ないので，第 1歩としては現状を把握するためのデータ分

析から着手することから始められないだろうか．たとえば

Moodleを利用している場合，logstore standard log テー

ブルにログが記録され，ユーザ，時間，コース，利用した

機能，アクセス元の IP アドレス等を知ることができる．

また，プラグインとして Caliperによる詳細な学習データ

が収集できる [30]．Moodleを例にとったが，それ以外の

LMSでも同様のデータを収集できるであろう．

5. おわりに

コロナにより DXが一気に進もうとしている．これは大

学でも例外ではない．そこで本稿では大学教育において

DXを推進するためのフレームワークを提案した．大学教

育における DXは教員が ICT基盤を活用して授業を変革

することが基本であり，教員を TPACKフレームワークで

モデル化し，ICT基盤については LMSの誕生から今日に

至るまでの進化を包括的にとらえて 4段階のモデルを提案

した．また，DXを客観的に評価するためにRATモデルを

提案した．さらに，Withコロナでオンライン授業を行っ

た教員が知見として蓄えたテクノロジと教育方法の知識を

有効に使って，新たな展開を行うシナリオを展望として示

した．

これから大学教育におけるDXを推進していく場合には，

ハイブリッド授業の具体化，DXを実現するための ICT基

盤の整備，持続的な DXへの取り組み等の課題があるが，

それぞれの大学にてそれらを解決し，DXを実現してほし

い．その際に本稿が参考になれば幸いである．
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